第78号様式の２（第50条関係）

年　　月　　日

県税事務所長　様

住所（所在地）

氏名（名称）　　　　　　　　　　㊞

電話番号

住宅用土地取得に係る不動産取得税還付申請書

先に納付しました不動産取得税について、高知県税条例第86条第１項の規定により住宅用土地の取得に係る不動産取得税の還付を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１　還付を受けようとする金額

円

２　既納付額

	課税標準額
	円
	税額
	円

	課税番号
	
	納付年月日
	年　　月　　日


３　取得した不動産の概要

	不動産の所在地
	

	土地
	地番
	
	家屋
	家屋番号
	
	床面積
	㎡

（　　㎡）

	
	地目
	
	
	種類
	
	
	住宅の床面積
	
	

	
	地積
	㎡
	
	構造
	
	
	
	
	


４　不動産取得税の還付の根拠となる規定

高知県税条例第83条第　　項第　　号

５　住宅用土地に該当する事由

	土地の取得年月日
	住宅の新築年月日
	住宅の取得年月日
	住宅の種類

	年　月　日
	年　月　日
	年　月　日
	専用住宅・併用住宅・共同住宅・サービス付き高齢者向け住宅


６　高知県税条例第83条第２項第１号の耐震基準適合既存住宅等又は同条例第83条第３項の耐震基準不適合既存住宅に該当する事由

	住宅の新築年月日
	事由（該当するものを○で囲んでください。）

	年　　月　　日
	ア　昭和57年１月１日以後に新築された住宅
イ　ア以外の住宅で、取得時に新耐震基準に適合していたもの
ウ　ア以外の住宅で、取得後に耐震改修を行ったもの


７　還付金の振込先

	金融機関名
	
	支店名
	
	預金種別
	

	口座番号
	
	口座名義（フリガナ）
	


（裏面）
注　１　次の書類を添えてください。
（１）高知県税条例第83条第１項第１号に該当する場合
ア　住宅を新築したことを証明することができる書類（建築基準法（昭和25年法律第201号）による検査済証の写し、建物表示登記申請書の写し、登記事項証明書等）
イ　新築した住宅が所在する土地の登記事項証明書（住宅の新築時以降の全部事項証明書であるもの）
（２）高知県税条例第83条第２項第１号に該当する場合（ウの書類は、６欄のイに該当するときにのみ添えてください。）
ア　住宅について交付を受けた租税特別措置法施行令（昭和32年政令第43号）第42条第１項の証明書の写し（使用済証の写し）又は住民票の写し
イ　住宅の登記事項証明書。ただし、未登記のときは、住宅の譲渡契約書の写し及び住宅が地方税法施行令（昭和25年政令第245号）第37条の18第１項に規定する住宅であること（６欄のアに該当するときは、同項に規定する住宅であること及び昭和57年１月１日以後に新築されたこと）を証明することができる書類（固定資産課税台帳の写し等）
ウ　住宅が新耐震基準に適合していることを証明する書類として、平成17年３月国土交通省告示第385号（以下「平成17年国土交通省告示」といいます。）で定める書類（次の書類のいずれか）
（ア）耐震基準適合証明書（当該住宅の取得の日前２年以内に当該証明のための住宅の調査が終了したものに限ります。）
（イ）住宅性能評価書の写し（当該住宅の取得の日前２年以内に評価されたもので、日本住宅性能表示基準（平成13年８月国土交通省告示第1346号）別表２－１の１－１耐震等級（構造EQ \* jc0 \* hps11 \o(\s\up 9(く),躯)体の倒壊等防止）に係る評価が等級１、等級２又は等級３であるものに限ります。）
（ウ）既存住宅売買EQ \* jc0 \* hps11 \o(\s\up 9(か),瑕)

EQ \* jc0 \* hps11 \o(\s\up 9(し),疵)担保責任保険契約（平成17年国土交通省告示の３イ又はロに掲げる要件に適合する保険契約であって当該住宅の取得の日前２年以内に締結されたものに限ります。）が締結されていることを証する書類
（３）高知県税条例第83条第３項に該当する場合
ア　（２）のア及びイに定める書類
イ　住宅が新耐震基準に適合していることを証明する書類として、平成26年３月国土交通省告示第437号（以下「平成26年国土交通省告示」といいます。）で定める書類（次の書類のいずれか）
（ア）耐震基準適合証明書（当該住宅の取得の日から６月以内に当該証明のための住宅の調査が終了したものに限ります。）
（イ）住宅性能評価書の写し（当該住宅の取得の日から６月以内に評価されたもので、日本住宅性能表示基準別表２－１の１－１耐震等級（構造EQ \* jc0 \* hps11 \o(\s\up 9(く),躯)体の倒壊等防止）に係る評価が等級１、等級２又は等級３であるものに限ります。）
（ウ）既存住宅売買EQ \* jc0 \* hps11 \o(\s\up 9(か),瑕)

EQ \* jc0 \* hps11 \o(\s\up 9(し),疵)担保責任保険契約（平成26年国土交通省告示の３イ又はロに掲げる要件に適合する保険契約であって当該住宅の取得の日から６月以内に締結されたものに限ります。）が締結されていることを証する書類
２　※印欄は、記入しないでください。
※減額する額（(Ｈ)）の算出根拠
	土地価格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円：(Ａ)

	土地１平方メートル当たりの価格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円：(Ｂ)

	住宅１戸（共同住宅等は、居住用の１区画）の床面積の２倍　　　　　㎡×２：(Ｃ)

	(Ｃ)が200㎡以下の場合は、その数値
	(Ｄ)

	(Ｃ)が200㎡を超える場合は、200
	

	(Ｂ)×(Ｄ)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円：(Ｅ)

	(Ａ)が150万円以下の場合は、その価格
	円：(Ｆ)

	(Ａ)が150万円を超える場合は、(Ｅ)又は150万円のいずれか高い方
	

	税率　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ３／100：(Ｇ)

	(Ｆ)×(Ｇ)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円：(Ｈ)


受付印








